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第1節 はじめに一今，なぜ電子マネーか一＿
高度情報化社会の到来とともに．ファーム・バンキングやホーム・バン
キング．あるいは銀行POSシステムの普及等を通じて金融商品サービスの
デリバリーをはじめ．金融取引全般のあり方が今後大きく変貌するとの言
説が流布したのは80年代わけてもその後半であった。折しも世界一の債
権国家となった日本の首都東京が今後国際金融都市として一大飛躍を遂げ
るとの希望的観測のもと，首都圏発の地価上昇が始まったのもその頃で．
これがその後の長き金融超緩和政策に支えられてバプルヘと発展する源と
なったとの説はあながち否定できまい。すなわち．情報化と国際化と，そ
してこうした環境変化の中で必然的となった金融自由化の流れとが相まっ
て．経済がバプル化の道へと突進する環境が形成された。
人は夢見がちな動物であるが故に．多少の過剰期待が行き過ぎた投資行
動や経済のバプル化を招来するのは致し方ないし，社会全体がユーフォリ
ア的症候に囚われていく中でこれに冷や水を浴びせるのは勇気を要するこ
とであるが故に．夢が結局のところ幻想だったと社会が気付くのには相当
の時間経過を必要とすることも一般に避け難い。今でこそインターネット
を活用したホームバンキングは当たり前になりつつあるが．当時はやはり
幻想に近い夢だったと言わざるを得ない。そのためのプラットフォームの
CヽurrencyDepartment, Monetary Authority of Singapore). シンガポール地上交通
局のS.Prakasam氏 (Managerof Fare System, Land Transport Authority, 
Singapore), ホンコン金融当局のH.Y.Tang氏 (SeniorManager, Payment System, 
Monetary Managemnet & Infrastructure Department, Hong Kong Monetary 
Authority), S. Li氏およぴB.Lee氏（共にSeniorManagers, Banking Development 
Department. Hong Kong Monetary Authority), 齢オクトパス・カードのB.Lam
氏 (BusinessDevelopment Manager, Octopus Cards Limited, Hong Kong)の各
位（順不同．役職は2002年度後期時点のもの）。
なお．本稿に関わる研究は平成14年度科学研究費補助金基盤研究(C)(2) (課題番
号14530121)による研究成果の一部である。
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一つと考えられたキャプテン・システム（日本版ビデオテックス）は完全
に失敗したし．銀行POSも90年代末に至りデービット・カード・システム
に名前を変えて再登場するまでは法制上のバリアーやコスト負担調整上の
問題等から．結局のところ極く限られた地域でしか普及しなかった。また，
普及の程度がクリテイカルな水準を下回ったままであることが．「ネット
ワーク規模の（不）経済性」を介して普及の程度を低い水準に押し止める
効果を持つことが改めて明らかになった。
同様の事態は電子マネーについても当てはまる。 90年代後半になって各
種の実験が世界各所で繰り広げられたのは周知のところである。ところが．
後に見るようにその後の実用化・発展の度合いから判断すれば．それらの
多くは明らかに過剰期待に基づく投資（といっても．その多くは商業化の
ためのパイロット事業投資）の失敗であったと言わざるを得ない。電子マ
ネーでもとりわけネット型と言われるものについては,2001年頭の「ネッ
ト・バプル」崩壊と軌を一にして．結局のところ失敗に終わったものが多
＜．現在実用に供されているものはほとんど無い。ただ，カード型と言わ
れるいわゆるスマートカード (ICチップ搭載のカード）の電子マネーに
ついては現に多少とも実用に供されている。このように多くは実験段階
の域を出ずにそのまま夢のごとく消え去ったか．あるいは限られた地域で
ようやく命脈を保っているに過ぎないのである。
さて，以上の認識はおそらく一般的なものと思われるが．それにも拘わ
らず本稿で電子マネーを取り上げるのは．「今こそ，電子マネー」と考え
るべき相当の理由があるからである。第一に．かつての電子マネーのプロ
ジェクトは技術的可能性の実験に偏していたきらいがあり，市場のニーズ
を必ずしも捉えていなかった。その意味では，それらは必ずしも実用化な
いし市場化のためのプロジェクト事業ではなかった。つまり実験室での実
験に過ぎず．実験室とは異なる実際の市場を想定した実験の必要性に対す
る認識は不十分であったと言わざるを得ない。そして，既存の支払決済手
段が有効に機能している中で．それらを上回るメリットを持つものが提供
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されない限り市場には受容されないであろうこと．あるいは既存の手段で
は満たし得ない新たなニーズの発生があればこそ，そのニーズに合致した
新たな支払手段が要請されるはずであろうことから．十分にメリットのあ
る電子マネーが供給されなかったか．あるいは新たな市場ニーズが当時は
必ずしも十分に生まれていなかったことが考えられる。しかし．新たな支
払決済手段のメリットも．新たなニーズの発生も．結局のところ技術水準
の向上がもたらすであろう市場環境変化を通じて生じるところが大であ
る。 90年代末以降の急速な携帯電話普及やインターネット利用の拡大．そ
してコンピュータやICチップのコスト低下と性能の向上が近年の著しい
技術水準の向上を映すものであることは言うまでもない。それらの技術が
電子マネーの便宜性をいっそう強化し．同時にそれに関わるコストを削減
し．既存通貨に比しての魅力を大いに高めつつあることや.EC (電子商
取引）の拡大とこれに合致した支払決済の手法へのニーズを高めているも
のと思われる。このように技術の変化が単に供給サイドのみならず．中長
期的には需要サイドをも変化させ，両者が相まってたとえば新しい支払決
済手段の普及へとつながる道筋がいっそうの現実味を帯びてきているので
ある。
第二に．電子マネーについては，現に新たな胎動が見られる。それは．
基本的には技術水準の向上とも密接に関連しているが，たとえば非接触型
スマートカードが日常的に頻繁に利用される交通輸送サービスの分野で便
宜性の高い支払決済手段として活用されつつある。言うまでもなく．交通
輸送サービスは通貨や通信と同様の社会的インフラであり，国．時代を問
わず不可欠の存在である。最先端のスマートカード技術がこのよう交通サ
ービス分野を中心にして経済発展の途上にあるアジア諸国でも今盛んに利
用されつつある。このようなカードは一般的な商品サービスの購入手段と
しても活用され始めており，電子マネーとしての地位を確立しつつある。
第三に．電子マネーやその発行主体の金融システムにおける制度的位置
づけや規制体系のあり方に密接に関わる点だが．多くの電子マネーは限り
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なく「預金」に近い性格を持っている。そこで，電子マネーは預金である
との立場からその発行主体を「銀行」に限る（あるいは，新たに電子マネ
ーを発行しようとする者は銀行免許を必要とする）とする考えがあるのは
当然である。しかし，「銀行」は信用供与という機能を併せ持っていると
の観点からすれば，電子マネーの発行のみをもって「銀行」とするには無
理があるとの考えも成り立つ。その場合でも， しかしながら，電子マネー
利用者の保護と支払決済システムの安定性を確保する必要から，電子マネ
一発行によるフロート部分（電子マネーの残存債務額に見合う資金）の運
用を安全資産に限定すべきだの意見も少なくない。フロートが安全資産で
のみ運用されるならば，その種の電子マネー発行主体はいわゆるナローバ
ンクの一形態となることは明らかである。このようにナローバンクの実現
可能性という観点からも，電子マネーの今後の発展とその金融システムで
の位置づけいかんは注目されてよいと考える。まして，中央銀行がみずか
ら電子マネーを発行することになれば，それは究極のナローバンクとも言
える。その種のプランがシンガポール金融当局 (MonetaryAuthority of 
Singapore, MAS)においてすでに検討中であることは後述するとおりで
ある。現金通貨をスマートカードに置き換えるのは技術革新に伴う通貨形
態の極く自然な進化の過程 (evolutionaryprocess)に他ならないが，よ
り革命的な (revolutionary)プランは，その進化過程とJ.トービンの「預
金化通貨案」 (deposited-currencyplan)― Tobin (1985)参照―とを
同時に実現させることであろう。ただし，この種のナローバンクができて. . . .. . . . . . 
も，それは効率的な現金通貨供給方式となり得るだけであり，必ずしも弾. . .. . . . 
力的な貨幣供給の仕組みになるとは限らない。需要に基づき，信用創造を
経て弾力的に通貨が供給される民間版ナローバンクこそが望まれるのであ
る。ただ，現金通貨を中央銀行の預金口座に置き換え，ペーパー・ベース
の現金通貨を廃止するならば，マイナス金利を設定することは自在に可能
となる。それは，長期デフレ的状況下にある日本において最も望まれる制
度変革の一つたり得るという点でも注目に値する。
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ところで，電子マネーとは何か。ここまでは明確な定義を付すことなく
電子マネーの用語を使用してきた。本稿では，電子マネーの分類や定義と
して金融制度調査会 (1997)や金融情報システムセンター (2002)におい
て示されているものが参考になることを言及するにとどめておきたい。そ
の上で，本稿で取り上げる「電子マネー」とは，電子的信号に価値がある
と認め，この電子的価値がスマートカードを媒体に支払決済手段として使
用されるところのものであるとしておこう。すなわち，本稿が対象とする
電子マネーはICカード型電子マネーに他ならず， ICカードは電子財布
(electronic purse), カードに充填された価値が電子マネー (electronic
money)であると理解する。既存の通貨等（現金通貨，預金通貨，クレジ
ットカードのクレジット）との交換でカードに価値が充填 (valueloading 
またはvalue-charge)されるとき，電子マネーが創造される。そして，そ
の価値がカードから減額され (valueunloadingまたはvalue-discharge),
他者に移転されることによって支払決済の機能が果たされる。なお，電子
マネーの価値がカードから減じられるのは，電子マネーが支払決済手段と
して利用される場合のみならず，電子マネーの価値が発行者に償還され，
これと交換に通貨（現金通貨や預金通貨）が回収される場合も含まれる。
このことは通常「換金」と言われるが，すべての電子マネー・スキームが
換金性を持つわけではない。換金性があれば電子マネーの預金類似性はい
っそう強まる。電子マネーの発行を，預金業務に焦点を絞った既存のプル
ーデンシャル規制（すなわち，銀行規制）体系のらち外に置こうとする観
点から，電子マネーの換金性を制約しようとする当局の政策や発行体の経
営戦略のスタンスはあり得る。他方で，規制体系への位置づけいかんは事
後的な論点に過ぎないと考え，電子マネーは預金類似のものであるとの観
点から当然に換金性を認めるべきであるとの政策スタンスや経営戦略スタ
ンスもあり得る。
本稿の構成は以下のとおりである。次節では， 2000年末前後の時点での
世界各所の主要なカード型電子マネーの現状を見る。参考資料はBISの
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CPSS (2001)である。第 3節では，本稿執筆時点で見られる電子マネー
の新たな胎動を日本とアジア諸国について概観する。インタビュー調査と
得られた収集資料を基に整理したい。第4節では，電子マネーの本質的性
格および電子マネー発行主体に関する金融システムでの位置づけについて
考察する。第5節の「おわりに」は，今後の電子マネー発展の可能性とそ
の規定要因を示唆し，結論に代える。
第2節 電子マネーの現状―-2000年末時点—
2.1 世界の主要なカード型電子マネー
本節では,2000年末前後の時点での世界各所の電子マネーの状況を観察
する。 CPSS(2001) を参考に，その時点での主要な電子マネーの実態を
整理しておきたい（表1参照）。表1から概ね以下のことが観察できる。
(1)電子マネーの利用度から見た普及度では．香港のOctopusとシン
ガポールのCashCardが群を抜いている。これに続くのはベルギーの
ProtonやドイツのGeldkarte, デンマークのDANM</,NTなど北欧系の電子マ
ネーである。
(2)電子マネーのカード発行枚数から見た普及度合いでは． ドイツの
Geldkarteが群を抜いており．続いてオランダのChipknipやChipper, ベ
ルギーのProton, 香港のOctopus. オーストリアのQuick, シンガポール
のCashCardなどとなっている。デンマークのDANM</,NTも決して低くない。
(3) カードによる取引金額ベースでの普及度合いは．香港の
Octopus, ベルギーのProton, シンガポールのCashCard, ドイツの
Geldkarte, スウェーデンのCashCard, オランダのChipknipやChipperの
順位となっている。
(4)以上を総合的に見れば． ドイツを例外として．概して小国（小規
模経済国）が電子マネーの普及において先駆的であることがわかる。また．
アジアの香港やシンガポールなど中進国が極めて高い普及度を示している
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表1 主要なカード型電子マネーの実態
発行済み
カード枚数
Octopus (HK) ④ 700.0 
CashCard (Singapore) ⑥ 470.0 
Proton (Belgium) ③ 850.0 
GeldKarte (Germany) ① 6000.0 
DANMt/>NT (Denmark) ⑩ 59.3 
Cash Card (Sweden) ⑧ 300.0 
PMB (Portugal) 18.5 
Quick (Austria) ⑤ 560.0 
Moneo (France) 6.0 
eLito Card (Lithuania) 10.5 
Mondex (France) 11.0 
FISCard (Taiwan) ⑨ 210.0 
MondexとVisaCash 16.0 
(UK) 
Visa Cash (Brazil) 9.5 
Mondex (HK) ⑫ 24.3 
Visa Cash (HK) ⑪ 34.0 
MEPS Cash (Malaysia) 5,4 
Chipknip (Netherland) ② 1450.0 
Chipper (Netherland) ④ 700.0 
Cash (Switzerland) ⑦ 360.0 
Mondex (USA) 9,6 
（デー タは2000.1から2001.4の間のもの）
（単位：万）
カードでの
カードで11)-8取引
利用端末数
一日取引数量
金額 (USド）レ建て，
EURはユーロ建て）
⑩ 1.60 ① 600.00 ① 540.00 
⑨ 1.63 ② 36.42 ③ 27.42 
③ 7.00 ③ 15.64 ② 49.57 
③ 7.00 ④ 7.50 ④ 16.60EUR 
0.20 ⑤ 2.17 ⑧ 2.39 
⑦ 4.10 ⑥ 1.67 ⑤ 11.70 
⑤ 6.75 ⑦ 1.31 ⑪ 1.12 
⑥ 4.59 ⑧ 1.25 ⑦ 5.20EUR 
n.a ⑨ 0.40 ⑩ 1.20 
0.12 ⑩ 0.30 ⑨ 1.97 
n.a ⑪ 0.15 0.38 
⑪ 1.17 ⑫ 0.12 0.30 
0.19 0.05 ⑫ 0.83 
② 7.50 n.a n.a. 
0.34 n.a. n.a. 
⑫ 0.45 n.a. n.a 
0.04 n.a n.a. 
両方で n.a. 両方で
① 16.30 n.a. ⑥ 6.80EUR 
⑧ 2.70 n.a. n.a 
0.06 n.a n.a. 
（注）掲載順はカードによる 1日取引数量の順位によった。 COO)@…⑫は当該項目での
順位を示す。
点も注目される。
(5)電子マネーとしてその名がよく知られているMondexやVisa
Cashの普及度合いは非常に低い。
以下では．これらの主要な電子マネーについて更に詳しく見ておこう。
2.2 代替的電子マネーの概観
まず， Mondex発祥の地であるイギリスの電子マネー状況から見てみよ
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う。 Mondexについては1995年7月から1998年7月までイギリスの町スウ
ィンドンで実験が行われた。 14000枚のカードが発行され， 700の小売店が
参加し，駐車場，公衆電話，バス等でも使用された。 2001年6月現在，い
くつかの大学構内で図書館や施設アクセスカードとして活用され，キャン
パス内およびその周辺の小売店でも学生が支払手段として活用している
（カード発行枚数は83000枚以上）。スマートカードヘの価値の充填はATM
を通じて，普通預金 (currentaccount)から，またはクレジットカード
によって，あるいは現金との交換でなされる。 MondexはMondexUK (今
はHSBCの傘下にあるMidlandとNatWestとの両行が創設）というオリジ
ネーターによって発行され運営されている。いわゆるオープン・ループ型
電子マネーとして非銀行主体間でも転々流通し得るものとし，またカード
所有者間でも直接に価値の移転ができる仕組みとした。したがって，この
スキームは既存の現金通貨システムに酷似し，オリジネーターが中央銀行
と同様の役割を担う。このことが当初大方に注目された所以であろう。
なお， Mondexのスキームはその後MasterCardInternationalに買収さ
れ，合衆国アジア（香港，日本）等でもその普及活動が進められた。日
本では銀行の足並みが揃わず地域のオリジネーターが樹立されるに至ら
ず，合衆国ではニューヨークでの実験が1998年末に早々と打ち切られ，イ
ギリスや香港でもMondexのスキームは大きく成長しないまま推移してい
る。当初から既存の通貨に代わる完全なる電子「マネー」を志向した点が
失敗の根因とも考えられる。局所的な支払決済手段がやがて一般的な支払
決済手段へと自然に進化する形であったならば，それは社会に受容された
かもしれない。しかし、「ネットワーク外部性」の故にその進化過程はゆ
っくりしたものとならざるを得まいが。
イギリスではこの他， VisaCashが1997年10月から2000年8月までリー
ズの町で実験を行った。その多くはデービット機能やクレジット機能を併
有するジョイント・カードで，ATMを通じて普通預金 (currentaccount) 
もしくはクレジットカードにより電子マネー価値が取り入れられる。日本
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のVisaCashで実験（渋谷神戸）も同様のものであった。なお， Visa
Cashではカード所有者間の価値移転はできない。
合衆国で今残るのはVisaCashのみで，極めて限られた空間（軍事施設内，
Visa社内， Visaのメンバー銀行の社内など）で使用されているに過ぎない。
これに代わって著しく成長したのは，銀行発行のプリペイドカード
(prepaid debit card)である。銀行口座を持たない，あるいは持てない人
に，給与の支払い形態としてこのカードを支給し，これによってショッピ
ングが可能というものである。その場合，カードは雇用会社の銀行口座資
金を見合いに発行され，カード支給を受けた被用者がカード決済を行う度
に資金が引き落とされる。小切手の代用と解釈することも可能であろう。
類似のカードは銀行口座やクレジットカードを持てない学生に対しクレジ
ットカード会社も発行しているが， 日本流に言えば， これは現金で購入す
る第三者発行型プリペイドカードである。
さて，膨大な発行枚数を誇るドイツのGeldkarteは銀行業界が発行する
汎用プリペイドカード型の価値再充填可能カードである。手始めに二つの
都市で導入され， 1996年に全国展開が図られた。スキームの管理は中央信
用委員会 (ZentralerKreditausschuss)が行うが， カードおよび価値の発
行は銀行と貯蓄銀行に限られている。価値の充填は銀行勘定からか，また
は現金投入により行う。消費者がカードを入手する際や価値を充填する際，
および加盟小売店が電子マネーを換金する際に銀行毎に異なる手数料が徴
収される。この他にも，主に鉄道サービスの支払手段として使用される
Paycardがある。これはドイツ鉄道 (DeutscheBahn AG)等によって
1996年から97にかけ開発・導入されたもので，やがては交通関係以外の少
額支払いにも使用される予定である。
ベルギーの多目的プリペイドカード (multi-purposestored value 
card=MPSVCあるいはMPC)であるProtonは，デービットカード・シス
テム運用機関の銀行合弁会社Banksysが1995年2月以降発行しているもの
である（全国展開は1998年以降）。近隣の小売店， 自販機，駐車場，チケ
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ット購入機公共交通等に使用できる。価値の充填は，銀行ATMや公衆
電話を (1997年以降は家庭内電話機も）通じて銀行預金勘定から行う。カ
ード発行主体は信用機関に限られている。小売店が資金を回収する際に手
数料を支払うのならず，カード所有者も銀行毎に異なる年間手数料を支払
う。実は，デービットカードのほとんどすべてに電子マネーProtonを取り
入れる機能が付いているのであり，発行枚数や普及度合いが高い所以であ
る。 Protonの技術は海外でも（オランダ，マレーシアなど）応用されてお
り， Banksysは国際標準の一つとして積極的な「輸出」を考えている。
隣接のオランダでも電子マネーの普及度合いは高い。 Protonと全く同じ
仕組みであるChipknipという電子マネーを1996年に銀行が発行し，数ヶ
月後の1997年にはINGの姉妹会社Postbankとテレコム会社がChipperとい
うカード・システムを導入した。両者には特性や戦略の違いはあるが，技
術的には酷似する。カード利用率は徐々に増加しつつあり，駐車場，自販
機レストラン等で利用できる。小売店が両方のカード・システムに加盟
することの非効率性を考慮し， 2002年以降Chipperは停止されChipknipに
一本化された。技術的に近いものであれば，むしろ「規模の経済性」を考
慮して一本化するのがたしかに望ましかろう。他方，技術的に相違し，優
位性を持つ領域が異なるシステムの場合は，競争を通じ両者がより効率的
で便宜性の高いものへ進化するのを促進するのが望ましかろう。
北欧デンマークのDANM<f,NTは，民間銀行所有の支払決済システム会社
であるPBSとデンマーク・テレコムによる合弁会社で（のち，テレコムは
離脱），同名の電子マネーを発行し，この電子マネー・システムの運営管
理を行っている。カード所有者に手数料はかからないが，小売店にはさま
ざまの形の手数料がかかる。かつては使い捨てカードであったが，その後
再充填可能なプリペイドカードとなり，価値はATMで銀行預金から充填
される。当面は傘下銀行のカード（と電子マネー）を区別しないままで普
及を図っているが，将来的には銀行毎に電子マネーを区別し，個々の銀行
がフロートを入手できる形にする予定と言われる。
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アジア地域では香港とシンガポールが電子マネーの普及で先行してい
る。香港ではVisaCash, Mondex, そしてOctopusが並び立ち，いずれも
カード発行枚数の規模は小さくない。 VisaCashは1996年に二つの銀行（の
ち9行）とVisaInternationalにより使い捨ての形で発行された多目的カ
ドーだが， 1997年4月からは再充填可能なカードが発行され，価値充填は
ATMにより銀行預金からなされる。なお換金も可能である。使用可能
な小売店は，スーパー，コンビニ，百貨店，ファースト・フード店．ガソ
リン・スタンド，本屋，ヘアーサロンなどであり，市民のB常生活に密接
した分野全般に広がっている。ちなみに， 日本のVisaCashは，現金また
はクレジットカードによる価値充填と換金性無しが特徴となっている。
香港のMondexは1996年10月最初二つのショッピングモールで導入さ
れ，その後他の小売店にも拡大された。 Mondexとのジョイントカードで
iLife Card (Hong Kong Bankと通信事業者によるもので，クレジット，
デービット，イーキャッシュ，電話カードなどの多機能性を持つ）が2000
年6月より発行され，枚数が伸びている。多機能性とインターネットでの
バーチャル取引も可能なことが普及に大いに貢献しよう。
Octopusカードは交通サービスの支払をコア機能とする多機能の非接触
型スマートカードである。それは今，世界でもっとも成功したMPCとみ
なされている。当初は交通サービスのみの支払用としていたが，その後
15%を限度に（コア機能に密接に関連しかつ補助的なものであるとの解釈
で）非交通分野サービスの支払にも利用できることとなった。ところが，
カードの発行主体であるCreativeStar Ltd (これは地下鉄MTR等の鉄道・
バス事業者の合弁会社）は， 2000年 4月に香港銀行法 (Banking
Ordinance)上の特別目的の預金取扱会社 (specialpurpose deposit-
taking company)の免許を申請し認可され，そのおり同時にOctopus
Cards Companyに社名も変更した。 MPCの発行を主たる業務とする預金
取扱会社となることで，非交通分野でのカード使用限度を50%未満まで引
き上げることができることとなった。換言すれば，この範囲であれば当該
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MPCが「一般的受領性を伴った購買力」とは認定されず，そのため完全
なる銀行の免許 (fullylicensed bank)を取得する必要は無いとされたの
である。非交通分野で現在利用可能なのは，自販機，コンビニ，スーパー，
ファースト・フード店，パン屋，公共プールなどの領域である。
ちなみに，香港では単一目的のカードの発行については，銀行法上何ら
の規制もない。交通分野での支払手段として出発し，それ故に日常的に多
頻度で利用する可能性が高いため， Octopusカードの普及度は非常に高く
なったものと考えられる。普及度合いが一定の閾値を超えると，それなく
しては日常生活がかえって不便となる。そのようなカードに一般的な電子
マネー機能を搭載すれば，電子マネーとしての普及も順調に進む可能性が
高いことをOctopusは例証しているように思われる。同様の事例は日本で
も生じつつあるが，その点については後述する。
シンガポールには，従来から単一目的の価値貯蔵カードSPC(公衆電話
や公共交通サービス等への用途）があり， 1996年11月からは多目的カード
MPCとしてCashCardが導入された。これは，銀行コンソーシアムNETS
(Network for Electronic Transfers Singapore Pte Ltd)の発行による。
コンビニ，スーパーを含む各種小売店，駐車場，公衆電話，図書館， 自販
機 VEP(Vehicle Entry Permit), ERP (Electronic Road Pricing)等で
広く利用されている。 EFTPOSやATMで利用可能なデービットカードの
多くはCashCardの機能を備えているが， CashCard単体も銀行の窓口で購
入できる (2ドルの保証金と電子マネー価値20ドルとで22ドル）。最近は
Visa Cashとのジョイント化の事業も進展しつつある。カードヘの価増（電
子マネーの再充填）はATM,セルフサービスの端末／キオスク，インタ
ーネット，特定携帯電話機，家庭PC等を通じて，銀行預金または現金に
より行う。返金（電子マネー価値とカード保証金の換金）は銀行窓口で可
能となっている。なお，その後インターネット対応型電子マネー
(NETSCash)や携帯電話機に電子マネーを取り込む方式などの開発も行
なわれている。なお，シンガポールでもその後香港のOctopusと同様の交
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通系カードez-linkcardが導入され．シンガポール金融当局 (MAS) 自身
シンガポール・ドルの電子法貨を発行するという現実味を帯ぴた議論も行
っている（これらの新しい動向は後述）。
最後に． 日本でもこれまで実に多様な電子マネー実験が賑々しく繰り広
げられてきた。しかし．電子マネーの普及はまだネグリジブルな水準に留
まっている。電子マネーをめぐる法制ないし規制的枠組みについても金融
制度調査会 (1998)以降具体的な動きは無く，中断されたままである。
Visa Cashが1998年から99年にかけて渋谷と神戸地区で実験を実施し，小
規模ながら実用に供されている。これは現金またはクレジットカードによ
り電子マネーを充填する仕組みで，返金は不能となっている。
NTTは80年代末から電子マネーの研究を開始し， H本銀行も1994年か
ら技術的側面を中心に研究を始めたが，その後NTTと日銀との間で共同
研究も進められた。その線に沿った形で， NTTはSuperCashという電子
マネーの実験を新宿地区で銀行と共同で実施し， 1999年4月から一般利用
を開始した。 2000年6月まではリアルとバーチャル（インターネット）の
双方で，2001年6月まではバーチャルのみで電子マネーの実験がなされた。
リアルとバーチャルの両用型電子マネーはこの時期世界初の試みとして評
価される。なお， ICカードは銀行のキャッシュカードとの共用タイプにし，
電子マネーの取り込みは各銀行預金からの引落しによった。この実験終了
後は， SuperCashの技術が国際標準タイプBの非接触型カードによる第二
世代電子マネー・モデルMYCASHへと引き継がれ，横浜市や市川市の行
政カードとのジョイントカードの形で地元信金とも共同運用されている。
なお. 2001年11月からは， ICカードを使ったネット型電子マネー
Safety PassがNTT.Comにより実用に供されているが．この点は後述する。
他方，郵貯によるICカード実験の一環で. 1998年2月以降郵貯の電子
財布サービス (ICカードに郵貯資金を取り込むが．実際は郵貯口座に資
金が保留されカードでの支払いと精算に伴って保留された資金が引き落と
される仕組み）の実験が大宮市で実施され.2000年3月以降はクレジット．
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デービット，電子マネーの 3つの機能を一枚のカードで行うマルチペイメ
ント・サービスの実験が大宮等3都市で実施された。ただし，これを実用
に供していく動きは必ずしも見えない。なお， ICカードを利用してのイ
ンターネット・ホームサービスの実験が2000年1月から実施され，現在実
用に供されており，デービット方式ならびに電子振替方式によるサービス
がウェッブ上で実現している。
わが国全国銀行協会がIC搭載キャッシュカードの仕様をIC搭載クレジ
ットカードの標準であるEMV仕様とする旨の機関決定を2001年3月に行
って（技術環境の変化等を考慮して 5年毎の見直しを行う予定ではある）
以降各金融機関とも様子見の状況に入り， ICカード型電子マネーの具
体化は中断している。郵貯の電子マネーもこの点は同様である。
第3節 電子マネーの新たな胎動
本節では，概ね21世紀に入って以降の電子マネーの動向についてサーベ
イする。 3.1節では日本国内の事例として (i)ソニー系BitWallet社のEdy,
(i) NTT.ComのSafetyPass, (ii) JR東日本のSuicaを取り上げる。 3.2節
では，アジアの事例として (i)香港のOctopus, (i)シンガポールのez-
link card, CashCard, およぴ電子法貨SELT (Singapore Electronic 
Legal Tender)を取り上げる。これらの中でSafetyPasssは当面ネット対
応を中心に据えた接触型スマートカードを利用しているのに対して，他の
事例はすべてソニー製の非接触型スマートカードFelicaを使用した電子マ
ネーであり，またEdyを除きリアル取引を中心に運用されているが，ネッ
ト対応型への移行も技術的には困難でない。
3.1 日本国内における動向
(i) Edy: 
ソニーの非接触型スマートカードFelicaを活用した電子マネー（本格開
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始は2001年11月）で，ソニーを中心としたNTTドコモ等の複数企業の合
弁子会社BitW alletlnc. によって運用されている。 Felicaカードは非接触型
であることから，カード・リーダー等のメインテナンス・コストの低さと
何よりも処理速度の速さとが最大の武器である。また．オープン性もあり．
ィンフィニオンがEMVとFelicaのコンビネーションカード（両方を搭載
したカード）を作成している。国内ではEdyのみならず， JR東日本の
Suicaなどでも今急速に利用が拡大しつつある。外国でも，香港の
Octopus, シンガポールのez-linkcardなどこれを採用している電子マネー・
スキームはすでに多い。 Edyはゲートシティ大崎のショッピング・コンプ
レックスで2000年2月から導入されたが．コンビニ・チェーンのam/pm
でもすでに利用可能となっており．ソニー・ファイナンス朦のクレジット
カードeLIOカードにも搭載されている。交通系カードとしては既述の
Suicaの他に,2003年度以降は西日本でもJR.阪急．そして「スルッと
KANSAI」のメンバー各社でもFelicaカードの導入が予定されている。
非接触型スマートカードの国際標準タイプA (フィリプス社等）やタイ
プB (モトローラ社）を上回る処理能力等の技術的優位性を持ちながら．
現在はまだ国際標準規格として認められていない。にも拘わらず，すでに
2500万枚発行の実績を有している。
電子マネー価値Edyの充填は特定箇所（ゲートシティ大崎やam/pmの
店頭など）に設置済みのEdyチャージャーで．現金またはクレジットカー
ドにより行う。ただし.eLIO (ソニー・ファイナンスのクレジットカード）
を除き．クレジットカードは事前登録が必要である。家庭内PCでもカー
ドリーダーを媒介にチャージが可能（充填可能限度額は 5万円）。リアル
加盟店では店頭の端末に．サイバー加盟店については家庭内PC用の端末
にカードを据えて電子マネーをデイスチャージすれば．支払は完了する。
電子マネー使用契約を止める場合等の特別の場合を除き換金（返金）はし
ない原則で．電磁的事由でEdyが破壊された等の場合を除き，カードの紛
失・盗難等に基づく損失はすべてカード所有者の負担となる。
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Edyはリアルにもバーチャルにも対応した電子マネー・スキームであり，
汎用性は高い。ソニーのプランドとソニー関連企業とのアライアンス効果
を同時に活用し得ることから，その電子マネーの普及の潜在性は高いと見
られる。しかし，クレジットカードをEdy入手（購入）の資金源としてい
る（特に，ネット上での使用の場合）ことから，これはクレジットカード
の安全な代替的利用法に過ぎないとも言え，クレジットカード使用そのも
のについての消費者の選好いかんが普及の程度を規定する可能性もある。
(i) SafetyPass : 
NTT.Comが2001年11月から開始し運営している電子マネー。実のとこ
ろそれは電子的決済サービスと言うべきものであり，また電子マネーの提
供のみを目的とした事業でもない。むしろ， ICカードが社会全般に普及
することを前提に， ICカード対応型のインターネット・セキュリティ・
プラットフォームを提供するところに目標がある。換言すれば，確かな認
証サービスの仕組みを基礎に，さまざまなネット上のサービスを展開しよ
うとするものである。したがって，電子的決済もこのプラットフォーム上
でなし得る一つのアプリケーションといった位置づけになる。
接触型スマートカードとして提供されるSafetyPassのカード会員は，ネ
ットを通じて「ちょコム」と命名された電子マネーを取り込む。多くの電
子マネー・スキームと違い，「ちょコム」の場合にはカードのICチップに
電子マネー価値が直接充填される訳ではない。 NTT.Comのサーバー上に
ある各人の「貯金箱」に価値が取り込まれるのである。電子マネー「ちょ
コム」を入手する資金源，ないし「ちょコム」バリューの購入方法は，提
携銀行のインターネット・バンキング・サービス（東京三菱銀行の eペイ
メント・サービス）による預金振替，クレジットカードでの支払い（カー
ド番号等の情報はカード登録時のみ必要で，安全性は高い），あるいは郵
便振替の利用による。「ちょコム」残高に金利は付かないが，それを利用
した場合会員バーチャル小売店から何がしかの特典が得られる。この点
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は内外の多くの電子マネー・スキームと同様である。貯金箱の「ちょコム」
最高残高は100万円相当で，通常のカード型電子マネーのそれ（多くは
3万.5万，あるいは10万円が上限）に比すればかなり大きい。カードを
紛失したり破壊したりしても．貯蔵されている「ちょコム」価値はNTT.
Comのサーバーにあるので，安全性は高い。貯金箱間での電子マネー価
値の移転は， 1%の手数料のもとで可能となっている。銀行預金を「ちょ
コム」に転換し，これをオ三者に移転して換金すれば，全体としては内国
為替サービスとほとんど変わらない。貯金箱からの払い出しないし換金は，
銀行預金への振込の形をとるが，換金要請後入金まで1ヶ月以上かかると
されているので，流動性は低い。かくして．上記の連鎖的な過程は一連の
まとまった内国為替サービスとは認識されず，銀行法には抵触しないと判
断されている。また，クレジット・カードで「ちょコム」を入手しこれを
換金すれば，キャッシング・サービスと同様の効果が得られる。換金に手
数料はかかるが，通常のキャッシング金利に比較すると低い。しかし，入
金までの期間が長いため．クレジットカードのキャッシング・サービスに
これまた対抗できない。なお，「ちょコム」残高には某信託銀行の保証が
付いており，一種の預金保険として機能している。日本の第三者発行型汎
用プリペイドカードは，価値残高の50%が供託される義務があり，この部
分にはカード所有者の優先弁済権があり安全性は高いとされるが，そう判
断することは必ずしも適切でない。「ちょコム」の安全性が明らかにより
高い。
最後に， SafetyPassはネット型の電子マネー・スキームだが．言うまで
もなく小売店舗に同様のPC端末さえあれば，通常のカード型電子マネー
としても機能し得る。また.Edyの場合と同様に．クレジットカードでの
「ちょコム」入手（購入）は．結局のところクレジットカード使用の安全
な代替的使用法に過ぎず．クレジットカードの利用選好いかんがその普及
の度合いを規定する。ただし．「ちょコム」の場合には銀行預金や郵貯の
資金からも入手可能であり，この点で普及に関わる制約は相対的に弱いと
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(ii) Suica (Super Urban Intelligent Card) : 
JR東日本が埼京線で2001年4月から 3ヶ月間かけて行った実験を基に，
同年11月から本格運用を開始した非接触型ICカード（ソニーFelica)の乗
車券である。処理速度の速さから，交通系の改札ゲートを通過する間での
データ処理に好都合な特徴を備えている。同様のスキームは， 90年代半ば
以降香港のOctopusカードや90年代末以降にシンガポールのez-linkカード
として先行された事例（後述）がある。現在JRの東京近郊駅420超の箇所（東
京モノレールを含む）で利用でき，定期券が450万枚，乗車券 (Suicaイオ
カード）が200万枚発行されている。定期券とイオカードが一体のものには，
乗り越しが自動精算される便宜が付いている。カードは500円の保証金に
価値1500円分の合計2000円で購入でき，価値の再充填は構内のチャージャ
ーで現金またはJR系クレジットカードVIEWカードにより行う。充填可能
限度額は2万円と少額に， しかし交通乗車券としては十分な額に設定され
ている。「借越便宜」（負の残高）は容認されていず，定期券の場合を除き
紛失の場合の損失は自己責任となっている。電磁的障害による価値の喪失
等は再発行で補填される。定期券とイオカードはどちらも210円の手数料
で保証金を含めて窓口払い戻しが得られる。
さて， Suicaカードを非交通分野での一般的な電子マネーとして利用す
るには，インフラ整備（チャージャーの配置など）がまだ不十分で使用段
階にはないが，技術および市場ニーズの観点からすれば，その潜在能力は
十分にあると考えられる。香港のOctopusはその良き先行事例である。
ちなみに同種のカードは2003年度以降JR西日本や「スルッと
KANSAI」でも導入される予定で，前者はすでに230万枚が発注済み，後
者はいずれ発行枚数が500万枚に到達すると見込まれている。なお，関西
地区ではプリペイド型の価値事前充填方式ではなく，ポストペイの事後精
算方式が採用されるとも言われている。その場合，顧客の交通機関利用頻
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度に応じて顧客別に異なる差別的な価格がより戦略的に設定できる。しか
し．ポストペイ方式であればそれは電子マネーというよりむしろクレジッ
トカードに近いものになろう。その種のカードは使用頻度を記録した情報
媒体であって．支払決済のため価値情報の記録媒体ではないことになる。
3.2 アジア諸国における動向
(i)香港のOctopus:
前節表1からも明らかなように,Octopusカードの普及率は高く．世界
で最も成功した電子マネー事例と評価されている。元々は．地下鉄事業会
社MTR等の公共交通サービス会社による合弁会社CreativeStar Ltdが交
通料金支払いのための磁気型カードとして発行していたものが,1997年以
降スマートカードに転換されたもの。 2002年8月刊行のAPSCA(Asia 
Pacific Smart Card Association)の報告書やOctopus自身の公表データに
よれば．カード（ソニーの非接触型Felicaカード）発行枚数は900万枚（こ
の内には．腕時計タイプのものもある）．一日の平均取引量が760万．サー
ビス提供企業数が160に上る。今や．鉄道バス，タクシー．市内電車．
フェリーを一枚のスマートカードでシームレスに乗り継ぐことができるば
かりか．幾多の小売店（スーパー．コンビニ．ファースト・フード店．大
学や病院の食堂．映画館．自販機などを含む）での買い物の支払にも利用
でき．便宜性は高く．市民に広く定着しつつある。 15オ以上の市民の95%
以上はすでにOctopusカードを所持しているとの統計がある。
当初は交通サービス分野の支払のみが認められていたが．補助的な利用
として地下鉄構内の写真ブースや公衆電話機．小売店等での利用も取引額
タームで15%を上限に可とされた。その後， 2001年 1月以降Octopus
Cards Ltdに名称を変更し．預金取扱会社としての免許を得て非交通分野
での利用範囲を拡大した。 MPC発行という特別目的の「預金取扱会社」
(deposit-taking company) としては,50%を越えない範囲で非コア分野
でのMPC利用が容認されている。
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カードはMTR等の顧客サービス・カウンターで入手できるが，大人用
カードは，保証金50ドルに100ドルの電子マネーを加えた150ドルで販売さ
れる。価値の再充填（最大1000香港ドル相当＝約15000日本円相当額まで）
は現金通貨により駅構内等の価増機 (valueadding maschine)または顧
客カウンターで行い，返金も顧客カウンターでなされる。 0.1ドルでも価
値が残存する限り， 35ドルを上限にカード使用が認められる。これは一種
のクレジット便宜ないし「借越契約」 (overdraftcontract) と言えよう。
50ドルのカード保証金はこのクレジットの担保として機能している。ただ
し，すでにカードの残存価値が非正であれば，価増（＝再充填）後でなけ
ればカード使用はできない。紛失した場合は自己責任となるが，カードに
名前を刻印（さらには写真貼付）して匿名性を放棄した登録カード
(personalised card)の場合は，紛失しても届け出により（未使用の）残
存価値—紛失届け出からカードの無効化が図られるまでの間の不正使用
部分を除<―が手数料を控除して返金される。
登録済みの非匿名カード (personalisedcard)には，さらなる追加的便
宜がある。予めAutomaticAdd-Value Agreement (自動価増契約）をし
ておくと，カードの残存価値が非正の場合や，（残存価値+35ドル）では
料金支払に不足するような場合でも，カード・リーダー（あるいは，課金
処理機 (fareprocessor))を通じて特定の銀行預金勘定または特定のクレ
ジットカードから自動的に250ドルが充填される便宜が得られる（ただ
し，一日一回限り）のである。
今後は香港運輸局が長年懸案としてきたロード・プライシングERPにも
活用する予定であり，他方ノキアは2002年4月Octopusチップを携帯電話
に組み込んだ。利用便宜性が一層高まれば， Octopusがリアルのみならず，
バーチャルな領域でも確固たる電子マネーとして普及していく可能性が高
ぃ。その分， VisaCashやMondexは一段と苦戦を強いられよう。
ちなみに，香港に隣接する中国の深ガIShenzhen市は，特別経済地区と
して1999年5月にスマートカードを含む国家建設プロジェクトの実験都市
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というお墨付きを正式に与えられた。 'ShenzhenTong'という市の構想の
もと，応札したMCM(Shenzhen Modern Computer Manufacturer Co.,Ltd.) 
がOctopusとの互換性を考慮した電子マネー（ソニーのFelicaカード）事
業を展開しつつある。最初2001年にカードが発行され， 2002年末には100
万枚，最終的には600~700万枚のカードが発行される見通しと言われる。
(i)シンガポールのez-linkcard, CashCard, SEL T 
① ez-link card : 
2000年に試験的に投入されたもので,LTA (Land Transport Authority, 
地上交通局）もこれを認可したことから，同年末にはバスにも活用され，
普及にはずみがついた。 LTAは2002年1月に子会社EZ-LinkPte Ltdを設
立し,ez-link cardの本格投入とそのより広範な活用（一般的なミクロの
支払手段としての活用）を目指した。 2002年4月．地下鉄等の鉄道および
バスなどの交通サービスのための課金用カード（非接触型スマートカード）
としてez-linkcardのシステムが完成した。これは1999年以来の自動課金
システムで利用されてきた磁気型Farecardを代替するものである。
EZ-Link社は．カードの発行機関としてはCitibankを選択した。 EZ-Link
社自身はカードの販売，流通．そして多用途に使用されるカードの管理を
業務とする。ただし，交通サービス課金のためのez-linkcardの流通・管
理業務はすべてTransitLink Pte Ltdに委ねており．交通分野以外での使
用範囲の拡大に関連しては， EZ-Link社が複数の第三者機関に働きかけを
行っている。シンガポールですでに長い歴史を持つ接触型電子マネーの
CashCardとは競合する可能性があり，将来的には両者が統合する方向の
議論もすでになされつつある。現在，公衆電話機，自販機，駐車場，入場
料，その他小売店などでの利用実験もなされており，学生等のIDとして（か
つ，電子マネー機能を加えて）の使用も考えられている。
LTAの資料によれば，カードの発行枚数はやがて500万に達する（ただ
し，シンガポール人口は400万人強，2002年10月末現在で286万枚発行済み）。
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4000台のバス乗車にも利用でき， GTM(General Ticketing Maschine = 
自動券売機）等の価増機は400台ある。 2002年10月31日時点で，鉄道バス
での支払手段シェアはez-linkcard 78%, Farecard 14%, 現金 7%となっ
ている。急速な発展の途上にある電子マネーであることはたしかであろう。
価値の充填は地下鉄MRT等の駅構内にあるGTMや，価増機チケット・
オフィス等で現金または銀行預金（銀行キャッシュカードとNETSのシス
テムを使用）により可能である（最大500シンガポール・ドル＝約35000日
本円相当）。保証金5ドルと価値10ドルで合計15ドルが通常の大人用カー
ドの購入価格である。興味深い便宜として， ez-linkcardを "GIRO-Link
する”ことで，カードの残存価値が非正の場合，事前に定めておいた額の
価値を自動的に充填できる仕組みがある。これは香港Octopusの「自動価
増契約」に類似するものである。 "GIRO-Linkする”とは， GTMにez-
link cardと銀行（キャッシュ）カード（ただし， DBS/POSE銀行のカー
ドに限定）を同時に投入して両者を関係づけることである。関係付けがな
されたez-linkcardを， GIROez-link cardと呼ぶ。最大 7枚までGIRO-
Linkすることができるので，世帯主の口座にリンクしておけば，家族全員
のカードの価値は自動的にこの口座から充填され得る。また， GIROez-
link cardのみが，紛失した場合に銀行預金振込の形で残存価値の返金を期
待でき，紛失危険のリスクを最小化する仕組みが取り入れられている。た
だし，カードの無効化までに不正使用された価値は最大10ドルまでが自己
責任の範囲とされる。
② CashCard: 
これはNETSPte Ltd (Network for Electronic Transfers Singapore 
Pte Ltd)が1996年から導入した多目的スマートカード型の電子マネーで，
多くの小売店，駐車場， 自販機，道路自動課金システムERP等で，さらに
オンラインでも使用が可能となっている。 CashCardが電子的ロード・プ
ライシング・システムERPで使用可能な唯一のものとされたことから急速
にその普及が高まった。カードは銀行窓口で保証金2ドルと価値20ドルの
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合計22ドルで入手できる。最大充填可能価値は500シンガポール・ドルで．
充填は銀行ATMからの預金振替によって行う。最近では,Visa Cashとも
相乗りし，その利用度は徐々に高まってきている。
NETSは1985年に 5つの銀行（その後2行が参加．ただし合併を経てさ
らにDBS/POSB.OCBC. UOBの3行に集約）が結成した銀行コンソー
シアムで．最初の事業は1986年のEFTPOS全国ネットワークの構築であ
った。これによって，シンガポールのキャッシュレス化は急速に進展した
と言われる。その後電子的な支払決済に関わる多様なサービスを展開し
始めた。たとえば.CashBack (EFTPOS端末での現金入手サービス）．
Shared ATM (A TM供用）サービス．そして電子マネーCashCard, さら
にそのネット対応型としてのNETSCashの導入などである。なお．最近
NETSからDBS/POSBが抜け， NETSはSingTel(シンガポール・テレコム）
45%とその他銀行55%の所有に再編された。 DBS/POSBはez-linkcardと
の結びつきを強化していくものと見られる。
NETSは言ってみれば． 日本デービットカード協議会に対応すると考え
られるが．これがデービットカード＝銀行キャッシュカードに電子マネー
機能を付加すれば，それはシンガポールのCashCardに対応したものとな
ろう。しかし．いまだそれは実現してない。
なお， NETSの最新の試みとしては， 2003年2月に9ヶ月の試行期間を
経て商業化した，モバイルホーンでの支払決済の仕組みYW8('Why 
Wait?')がある。ショートメッセージサービスを利用して映画チケット．
旅行保険支払．個人間の資金移転．通信料金支払．大学図書館の超過料金
徴収や試験結果チェックなどの多様なサービスを提供する。この他．
NETSは韓国の電子マネー・スキームとも相乗りし．インドネシアの
EFTPOSとのリンクを進め．フィリピンでのVisaCash立ち上げに参加す
るなど対外進出にも積極的である。これらは．シンガポール国内のみでは
「規模の経済」が作用しにくい状況があることを反映してもいよう。
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(ii) SELTプラン：
かつてのシンガポール通貨委員会 (Boardof Commissioners of 
Currency Singapore=BCCS)ー 2002年10月1日MAS(Monetary 
Authority of Singapore)に統合一の委員長Kok氏は， 2008年を目処に
MAS自らが電子マネーを発行する方向を検討している旨公表した (Kok
(2002))。これをSELT(Singapore Eclectronic Legal Tender, シンガポ
ール電子法貨）計画と称している。それは現金通貨の発行と取扱に関わる
コストを節約するために，コスト効率的な電子法貨を発行することが望ま
しいと判断したことによる。しかし，現時点ではまだ概念上の段階にとど
まっており，電子法貨発行の社会的経済的影響を今後検討し，相当の実験
段階も経る必要があると考えられている。ところが，そうした点の検討に
はまだ着手もしていない。 2008年という目処を設定したのはSELT発行の
機運を高め，関係者に検討を促す誘因を与えるためとする。
たしかに効率的で便宜性が高く， しかも法貨としての安全性が確保され
ていれば（インフレ・リスクは別として），その魅力は絶大である。これ
が銀行預金の代替をさえもたらすならば，銀行のバランスシートに対する
制約要因とも成り得，銀行経営の健全性と金融システムの安定性に影響す
る可能性が生じることも否定できない。しかし，金利設定のあり方次第で
はそうした問題を回避することも可能と思われる。安全で効率的な法貨に
対して特別の手数料を徴収するなり，負の金利を設定することも一つの手
段としてあり得よう。ところが，このSELT計画は紙や金属ベースの現金
通貨をプラスチック製のカードに格納した電子的データに代替するもので
あり，それ自身は画期的なものであるものの，技術革新に対応した貨幣形
態の自然な進化の一つの姿に過ぎないとも言える。むしろ，より革命的と
も思われる通貨の変革は， J.トービンが提案した「預金化通貨案」
(deposited-currency plan)であろう (Tobin(1985))。これは，非金融公
衆が中央銀行に預金の形で現金通貨を所有できるようにするものであり，
金融機関が現に中央銀行に準備として当座預金の形で預ケ金を所有するの
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と似ている。この預金を電子マネーの形で引出し，それを法貨として使用
するならば，いっそう効率的な通貨制度となることが期待できる。ここで
も問題は，銀行預金と比較した場合の「預金化通貨」の競争上の絶対的優
位性がさらに先鋭化することであろう。しかし，この点も先と同様手数
料や金利水準の設定により調整を図ることが可能であり，むしろそれを活
用すれば民間銀行の信用創造能力をコントロールする力量はより高まるこ
とが期待できる。さらに，今日の日本のように長年のデフレ的状況の中で
望まれていることながら技術的に困難とされるマイナス金利の設定も．「預
金化された通貨の電子化」の技術により実現はいよいよ容易なものとなろ
う。また，中央銀行の電子マネー発行は極めて効率的な究極のナローバン
クの出現を意味する。ところが，それは効率的であるが故に民間銀行の預
金通貨を駆逐し，弾力的な貨幣供給のルート（したがって，信用創造）を
かえって収縮しかねないという問題も生起し得る。望まれるのは，民間銀
行の信用創造能力が活用されるとともに安全性の高い決済手段の提供機
関としての民間ナローバンクが実現することであろう。いずれにしても，
中央銀行がみずから電子マネーを発行した場合のインパクトの広がりと大
きさについての知見は現状少ない。今後の検討が不可欠である。
ちなみに， BIS,CPSS(2001)の中では，各国中央銀行がみずからの電
子マネー発行の可能性についてどのように考えているかが報告されてい
る。いくつかを例示しておこう。
香港のHKMA(Hong Kong Monetary Authority)は，現段階では自ら
が電子マネーを発行することを望ましくないと考えている。民間部門によ
る電子マネー・スキーム開発のイニシャテイプを制約しかねないからであ
るとする。そして，将来的に統一的なシステムが不可欠との判断に至った
場合に，自らが電子マネーを発行することの再検討もあり得るとする。
ドイツのBundesbankが電子マネーをみずから発行するかどうかについ
ては未定の段階という。この点について意志決定を行う前に，コスト，安
全性，法貨としての地位， リスク，競争または独占の諸問題を深く検討す
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る必要があるとしている。種々のインパク，特に商業銀行の信用創造に及
ぽす影響等の大きさを検討する必要があるという。
オランダの中央銀行NetherlandsBankは，みずからが電子マネーを発
行するかどうかについては，まだ検討していないとする。やはり可能性は
あるにしても，そのことの持つ含意を慎重に検討する必要があるとする。
ECの中央銀行ECBは，電子マネーの普及が拡大すれば，金融政策が影
響を受ける可能性があり，中央銀行のバランスシートや短期金利に対する
操作能力を制約する懸念があるとする。しかし，これに対応する手段とし
て，電子マネー発行者に対し必要準備の規制を課したり，中央銀行みずか
らの電子マネー発行によりそのバランスシートのサイズをコントロールす
ることが可能としている。これは，民間の電子マネー発行が中央銀行のバ
ランスシートに影響を与えることに対して，みずからが電子マネーの発行
で対応すればその影響を相殺できるとするものである。しかし，このこと
は中央銀行の電子マネー発行が逆に民間銀行のバランスシートに影響を与
える可能性があることをECB自身が認識していることを示唆している。電
子マネーの発行は，それが商業銀行によるものであれば中央銀行の金融政
策に対して，他方それが中央銀行によるのであれば商業銀行の信用創造能
力に対して，影響を与える可能性があることを認識しなければならない。
以上，最近のいくつかの事例を整理したが，こうした電子マネーのスキ
ームは海外にも輸出され，アジアの他の近隣諸国でも導入が進められつつ
ある点を忘れてはならない。点や線としての小域での発展がやがて面とし
ての広域での電子マネー発展へと結びつく，今はそういう状況に至る過渡
期にあると認識してもあながち間違いではあるまい。まして，急成長を遂
げつつある中国大陸を含めて，アジア諸国全般に最先端の技術が導入され
るならば，電子マネーの普及が一挙に拡大する可能性はあり，今後とも注
目していく必要があろう。 (2003年5月7日稿） （以下，次号に続く）
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